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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第３四半期連結
累計期間

第40期
第３四半期連結
累計期間

第39期
第３四半期連結
会計期間

第40期
第３四半期連結
会計期間

第39期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 25,972,51726,542,8388,947,2948,949,32134,981,300

経常利益（千円） 662,402 908,529 310,004 322,266 985,565

四半期（当期）純利益（千円） 264,418 540,481 159,318 189,175 358,615

純資産額（千円） － － 20,595,60820,808,16520,559,979

総資産額（千円） － － 38,959,80239,695,09639,634,538

１株当たり純資産額（円） － － 1,669.011,687.341,669.93

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
21.90 44.78 13.20 15.67 29.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 51.70 51.30 50.85

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,564,858198,753 － － 2,467,713

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,050,101△404,124 － － △1,327,949

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△888,952△149,671 － － △1,535,817

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 4,585,9814,185,3444,550,241

従業員数（人） － － 2,060 2,109 2,045

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

EDINET提出書類

キムラユニティー株式会社(E04357)

四半期報告書

 2/29



２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 2,109(91)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者を除き、グループ外からの出向者を含む。）

であり、臨時雇用者数（季節工、パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は（　）内に当第

３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２．従業員数には、正社員及び準社員の人員を記載しております。

　

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,678(91)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（季節工、パートタイマーを含み、人材会社からの派遣社員は除く。）は（　）内に当第３四半期会計期

間の平均人員を外数で記載しております。

２．従業員数には、正社員及び準社員の人員を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示しますと、次のとおりであります。

　なお、セグメント間の取引については相殺消去しております。

   ①  生産実績

セグメントの名称　 品目
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）　

物流サービス事業　 包装作業（千円） 326,747 －

　 梱包作業（千円） 1,300,737 －

　 入出庫作業（千円） 2,220,355 －

　 その他（包装作業）（千円） 976,630 －

　 鉄製格納器具（千円） 466,454 －

　 木製格納器具（千円） 88,554 －

　 小計（千円） 5,379,480 －

自動車サービス事業　 車両整備（千円） 451,192 －

　 メンテナンス作業（千円） 135,202 －

　 小計（千円） 586,395 －

　（注）上記金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

   ②　リース契約実行高 

　セグメントの名称 品目
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

自動車サービス事業　 自動車リース（千円） 1,490,167 －

　（注）上記金額は、販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を、セグメントごとに示しますと、次のとおりであります。

　セグメントの名称 品目
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

自動車サービス事業　 自動車販売（千円） 181,370 －

　 カー用品販売（千円） 131,299 －

　 合計（千円） 312,670 －

　（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注状況

　当社グループが行っております事業は、当日受注（指示）当日出荷（作業）が大部分でありますので、受注状況に

つきましては記載を省略しております。
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(4）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示しますと、次のとおりであります。

なお、セグメント間の取引については相殺消去しております。

セグメントの名称 品目
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前年同四半期比（％）

物流サービス事業
包装（千円） 5,226,934 －

格納器具製品（千円） 581,970 －

 計（千円） 5,808,904 －

 自動車リース（千円） 1,668,737 －

自動車サービス事業

車両整備（千円） 586,395 －

自動車販売（千円） 222,971 －

カー用品販売（千円） 128,464 －

保険代理店（手数料）（千円） 146,003 －

その他（千円） 15,804 －

 計（千円） 2,768,376 －

 情報サービス事業  情報サービス（千円） 316,379 －

 人材サービス事業　  人材派遣サービス（千円） 55,660 －

 合計（千円） 8,949,321 －

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

トヨタ自動車株式会社 3,021,530 33.8 2,785,292 31.1

　（注）１．トヨタ自動車㈱と取引のある主なセグメントは、物流サービス事業であります。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業等のリスク】

   当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況　

当第３四半期連結会計期間（平成22年10月から平成22年12月）におけるわが国の経済は、円高の進行、失業率の高

止まり等、景気は頭打ちとなり、先行きの見通しが不透明な厳しい状況が続いております。

また、当社グループと関係の深い自動車業界でも、エコカー補助金の終了に加え、円高の進行等の影響もあり、伸び

悩み状態となりました。

このような環境の中で当社グループは、多角経営によるリスク分散を軸に、受注の確保、徹底した原価削減による収

益改善を強力に推進してまいりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は8,949百万円とほぼ前年同期並みとなりました。利益面において

は、営業利益が272百万円（前年同期比8.8％増益）、経常利益は、営業利益の増加に加え、持分法による投資利益の増

加等により322百万円（前年同期比4.0％増益）となりました。四半期純利益も経常利益の増益により189百万円（前

年同期比18.7％増益）と増収増益となりました。

　

なお、主なセグメント別の売上高（セグメント間の内部売上を含む）、営業利益の状況は次のとおりであります。

① 物流サービス事業 

物流サービス事業は、引続き中国天津及び広州の子会社の順調な拡大に加え、国内でも、主要顧客からの受注が増加

したこと等により、売上高は5,808百万円となりました。営業利益は、売上高の増収と原価削減効果等により、430百万

円となりました。

② 自動車サービス事業 

自動車サービス事業は、自動車アフターマーケット市場の低迷等により全体的に低調に推移し、売上高は2,790百万

円となりました。一方、営業利益は、リース事業を中心に昨年度より取り組んでおります収益改善効果等により79百万

円となりました。

③ 情報サービス事業 

情報サービス事業は、顧客の設備投資の抑制等による受注の減少等により、売上高は316百万円となりました。営業

利益は、生産性の向上等の原価改善に注力しましたが、売上高の減収を吸収できず、14百万円となりました。

④　人材サービス事業

人材サービス事業は、派遣需要の増加等により、売上高は178百万円となり、営業利益は、売上高の増収等により、11

百万円となりました。

 

（2）資産、負債及び純資産の状況

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、39,695百万円となり、前連結会計年度末に比較して60百万円の増

加となりました。その主な要因は、減価償却等により固定資産が414百万円減少しましたが、リース投資資産が926百万

円増加したこと等により流動資産が475百万円増加したことによるものであります。

負債合計は、18,886百万円となり、前連結会計年度末に比較して187百万円の減少となりました。その主な要因は、流

動負債は、短期借入金の借入等により302百万円増加しましたが、固定負債が、長期借入金の返済等により490百万円減

少したことによるものであります。

純資産につきましては、利益の計上等により前連結会計年度末に比較して248百万円増加の20,808百万円となり、自

己資本比率は、前連結会計年度末比0.5ポイント増加の51.3％となりました。

　

（3）四半期の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前四半期連結会計期間に比較

して140百万円の減少の4,185百万円となりました。その主な要因は、営業活動によるキャッシュ・フローで、資金43百

万円支出し、投資活動によるキャッシュ・フローで、有形固定資産の売却等により11百万円の資金を獲得し、財務活動

によるキャッシュ・フローで、配当金の支払等により97百万円支出したこと等によるものであります。

   

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませんが、市場環境

の急速な変化に対応するため、早期情報収集と的確な経営判断に一層注力すると同時に急速に進展するハイブリッド

カーやＥＶ(電気自動車)化に対する市場の動向等の調査、研究等も早期課題として取組んでまいります。
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（5）研究開発活動　

　当社グループでは、主に物流サービス事業の分野で研究開発活動を行っており、物流関連機器の企画・設計・開発・

試作を中心に活動するとともに、海外への事業展開を図るための調査・研究を実施しております。

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費は62百万円であり、主に既存製品の改良と海外における調査活動及び新

サービスの開発によるものであります。

  なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　以下の金額には、消費税等は含まれておりません。

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の拡充、改修について

完了したものは、次のとおりであります。

　社用設備

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの名称 設備の内容
金額
（千円）

完成年月

 提出会社
 名古屋北工場・営業所

 (名古屋市北区）
自動車サービス事業  ＯＡ機器他 3,049 平成22年11月、12月

 
 稲沢工場・営業所（奥田）

 (愛知県稲沢市）
自動車サービス事業他  ＯＡ機器他 1,060 平成22年12月

 
 豊田工場・営業所

 (愛知県豊田市）
物流サービス事業  自家用運搬具他 1,129 平成22年12月

 
 上丘物流倉庫

 (愛知県豊田市）
物流サービス事業  工場改修他 4,361 平成22年11月、12月

 
 犬山工場・営業所

 (愛知県犬山市）
物流サービス事業他  工場改修他 2,071 平成22年11月、12月

 
 上郷事業所

 (愛知県豊田市）
物流サービス事業  自家用運搬具 1,655 平成22年10月、12月

 
 高岡事業所

 (愛知県豊田市）
物流サービス事業  自家用運搬具 1,350 平成22年12月

 
 大口事業所

 (愛知県犬山市）
物流サービス事業  自家用運搬具 1,350 平成22年11月

天津木村進和物流

有限公司 

 天津物流倉庫

 (中国天津市）
物流サービス事業  事務所棟 169,498 平成22年８月

(3）重要な設備計画の変更

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 12,070,000 12,070,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単元

株式数は100株でありま

す。

計 12,070,000 12,070,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 12,070,000－ 3,580,350－ 3,390,000

 

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】 

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,067,700 120,677 －

単元未満株式数 普通株式 800 － －

発行済株式総数 12,070,000 － －

総株主の議決権 － 120,677 －

　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

キムラユニティー株式会社
名古屋市中区錦３丁

目８番32号
1,500 － 1,500 0.01

計 － 1,500 － 1,500 0.01

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 796 760 710 702 696 700 684 682 695

最低（円） 753 682 685 671 664 668 643 650 659

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,585,344 4,950,241

受取手形及び売掛金 4,181,632 4,326,404

リース投資資産 6,691,191 5,765,024

商品及び製品 102,822 112,706

仕掛品 63,066 4,015

原材料及び貯蔵品 111,943 147,599

繰延税金資産 318,324 318,324

その他 968,311 923,521

貸倒引当金 △13,100 △13,600

流動資産合計 17,009,537 16,534,239

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 8,469,815

※1
 8,348,609

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 424,908

※1
 470,247

貸与資産（純額） ※1
 447,542

※1
 592,775

土地 6,123,263 6,124,052

建設仮勘定 11,489 184,778

その他（純額） ※1
 407,443

※1
 455,057

有形固定資産合計 15,884,462 16,175,520

無形固定資産

のれん 9,871 13,550

その他 694,459 697,868

無形固定資産合計 704,331 711,418

投資その他の資産

投資有価証券 2,737,511 2,753,974

繰延税金資産 715,682 665,690

その他 2,653,233 2,804,667

貸倒引当金 △9,663 △10,971

投資その他の資産合計 6,096,763 6,213,360

固定資産合計 22,685,558 23,100,299

資産合計 39,695,096 39,634,538
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 760,795 748,165

短期借入金 2,165,788 1,106,700

1年内返済予定の長期借入金 1,000,000 1,000,000

未払費用 1,651,853 1,734,552

未払法人税等 113,303 481,350

賞与引当金 146,464 555,751

役員賞与引当金 15,000 30,000

その他 2,949,406 2,843,578

流動負債合計 8,802,610 8,500,098

固定負債

社債 1,000,000 1,000,000

長期借入金 － 1,000,000

長期未払金 6,012,278 5,567,733

退職給付引当金 1,789,267 1,780,011

再評価に係る繰延税金負債 1,133,876 1,133,876

その他 148,896 92,838

固定負債合計 10,084,319 10,574,460

負債合計 18,886,930 19,074,559

純資産の部

株主資本

資本金 3,580,350 3,580,350

資本剰余金 3,420,139 3,420,139

利益剰余金 13,054,799 12,755,688

自己株式 △1,290 △1,222

株主資本合計 20,053,999 19,754,955

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 356,818 447,073

土地再評価差額金 275,980 275,980

為替換算調整勘定 △323,106 △324,294

評価・換算差額等合計 309,692 398,760

少数株主持分 444,474 406,263

純資産合計 20,808,165 20,559,979

負債純資産合計 39,695,096 39,634,538
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 25,972,517 26,542,838

売上原価 22,066,602 22,505,482

売上総利益 3,905,915 4,037,355

販売費及び一般管理費 ※1
 3,224,999

※1
 3,222,340

営業利益 680,915 815,015

営業外収益

受取利息 2,137 1,239

受取配当金 26,545 27,621

持分法による投資利益 66,130 167,428

その他 31,861 30,974

営業外収益合計 126,675 227,263

営業外費用

支払利息 75,923 64,519

為替差損 55,165 65,252

その他 14,099 3,976

営業外費用合計 145,187 133,749

経常利益 662,402 908,529

特別利益

固定資産売却益 1,269 314

特別利益合計 1,269 314

特別損失

固定資産除売却損 70,981 14,311

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,881

減損損失 91,821 －

その他 6,600 1,034

特別損失合計 169,402 31,227

税金等調整前四半期純利益 494,269 877,616

法人税、住民税及び事業税 260,673 299,214

法人税等調整額 △37,626 －

法人税等合計 223,047 299,214

少数株主損益調整前四半期純利益 － 578,401

少数株主利益 6,803 37,920

四半期純利益 264,418 540,481
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 8,947,294 8,949,321

売上原価 7,608,071 7,570,972

売上総利益 1,339,222 1,378,349

販売費及び一般管理費 ※1
 1,088,958

※1
 1,106,026

営業利益 250,264 272,322

営業外収益

受取利息 780 359

受取配当金 9,081 10,276

為替差益 11,352 －

持分法による投資利益 49,777 58,548

その他 8,852 11,268

営業外収益合計 79,844 80,453

営業外費用

支払利息 19,579 21,236

為替差損 － 7,407

その他 524 1,866

営業外費用合計 20,103 30,509

経常利益 310,004 322,266

特別利益

固定資産売却益 368 －

特別利益合計 368 －

特別損失

固定資産除売却損 27,097 9,150

その他 6,600 1,034

特別損失合計 33,697 10,184

税金等調整前四半期純利益 276,675 312,081

法人税、住民税及び事業税 115,806 111,318

法人税等調整額 551 －

法人税等合計 116,357 111,318

少数株主損益調整前四半期純利益 － 200,763

少数株主利益 999 11,588

四半期純利益 159,318 189,175
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 494,269 877,616

減価償却費 756,706 968,899

減損損失 91,821 －

のれん償却額 3,298 3,414

持分法による投資損益（△は益） △66,130 △167,428

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,411 △1,808

賞与引当金の増減額（△は減少） △299,160 △408,946

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 22,500 △15,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,087 9,255

受取利息及び受取配当金 △28,823 △28,926

支払利息 190,154 188,422

為替差損益（△は益） 38,296 60,396

有形固定資産売却損益（△は益） △68,511 △47,069

有形固定資産除却損 70,345 14,199

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 15,881

売上債権の増減額（△は増加） 100,420 125,005

たな卸資産の増減額（△は増加） △11,418 △17,775

リース投資資産の増減額（△は増加） △1,123,292 △1,167,660

その他の流動資産の増減額（△は増加） 93,141 △148,804

仕入債務の増減額（△は減少） 3,789 16,405

その他の流動負債の増減額（△は減少） 616,092 238,076

長期未払金の増減額（△は減少） 724,081 444,544

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 40,176

小計 1,602,906 998,874

利息及び配当金の受取額 105,901 101,459

利息の支払額 △186,163 △183,186

法人税等の支払額 42,212 △718,394

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,564,858 198,753

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △715,982 △577,692

有形固定資産の売却による収入 118,917 116,441

投資有価証券の取得による支出 △1,116 △1,154

投資その他の資産の増減額（△は増加） 14,799 57,689

貸付けによる支出 △466,809 －

貸付金の回収による収入 90 590

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,050,101 △404,124
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 596,520 1,089,964

短期借入金の返済による支出 △2,155,978 －

長期借入金の返済による支出 △274,988 △1,000,000

社債の発行による収入 1,000,000 －

自己株式の取得による支出 － △67

配当金の支払額 △240,169 △239,567

少数株主からの払込みによる収入 185,663 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △888,952 △149,671

現金及び現金同等物に係る換算差額 △67,306 △9,854

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △441,501 △364,897

現金及び現金同等物の期首残高 5,027,483 4,550,241

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,585,981

※1
 4,185,344
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

項目
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

1. 会計処理基準に関する事項の変更 １. 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。これにより、営業利益、経常利益は

2,609千円減少し、税金等調整前四半期純利益は18,490千円減少して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の計上

額は70,400千円であります。 

　 ２.「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に

関する当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業

会計基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会

社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20

年３月10日）を適用しております。なお、当会計基準等の適用による

影響はありません。 

　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、

当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
項目

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１.一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率が前連結会計年度

末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末の貸倒実績率を使用して算定しております。

２.棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関して

は実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎と

して合理的な方法により算定する方法を採用しております。ま

た、棚卸資産の簿価切下げに関しては収益性の低下が明らかな

ものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方

法によっております。

３.法人税等の算定方法 　法人税等の納付税額については、重要な加減算項目を調整し、

見積実効税率を乗じて簡便的に算出しております。  
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　12,228,969千円

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　12,439,401千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 

荷造運賃 294,590千円

給与手当 1,372,768 

役員報酬 116,599 

賞与引当金繰入額 27,632 

役員賞与引当金繰入額 22,500 

退職給付費用 111,140 

減価償却費 170,987 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 

荷造運賃 326,730千円

給与手当 1,367,353 

役員報酬 130,380 

賞与引当金繰入額 23,728 

役員賞与引当金繰入額 15,000 

退職給付費用 101,710 

減価償却費 162,196 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 

荷造運賃 99,717千円

給与手当 436,162 

役員報酬 39,540 

賞与引当金繰入額 27,632 

役員賞与引当金繰入額 7,500 

退職給付費用 41,476 

減価償却費 65,317 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 

荷造運賃 113,613千円

給与手当 443,198 

役員報酬 45,420 

賞与引当金繰入額 23,728 

役員賞与引当金繰入額 5,000 

退職給付費用 34,168 

減価償却費 55,421 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

現金及び預金 4,985,981千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △400,000 

現金及び現金同等物 4,585,981 

 

現金及び預金 4,585,344千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △400,000 

現金及び現金同等物 4,185,344 

 

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平

成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(1) 発行済株式の種類及び総数

普通株式　12,070,000株　　

(2）自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　 1,547株　　

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日

定時株主総会
普通株式 120,685 10平成22年３月31日平成22年６月24日利益剰余金

平成22年11月４日

取締役会
普通株式 120,684 10平成22年９月30日平成22年12月６日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
物流サービ
ス事業
（千円）

自動車サー
ビス事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 5,630,3512,918,235398,7078,947,294 － 8,947,294

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
 － 15,032100,910115,942△115,942 －

計 5,630,3512,933,267499,6179,063,236△115,9428,947,294

営業利益 382,34053,934 55,278491,553△241,288250,264

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
物流サービ
ス事業
（千円）

自動車サー
ビス事業
（千円）

その他の事
業（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 16,010,1468,769,4061,192,96525,972,517 － 25,972,517

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ 36,537273,508310,046△310,046 －

計 16,010,1468,805,9441,466,47426,282,564△310,04625,972,517

営業利益 1,033,582227,426127,1271,388,135△707,220680,915

  （注）１．事業区分の方法

            製品、サービスの種類・性質等の類似性及び当社グループの損益集計区分を考慮して決定しております。

２．各区分に属する主要な製品、サービス

事業区分 主要製品、サービス

物流サービス事業 包装、格納器具製品製造

自動車サービス事業 車両リース、車両整備、自動車販売、カー用品販売、保険代理店他

その他の事業 情報サービス、人材サービス

 

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。　
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

  当社グループの報告セグメントは、財務情報が入手可能であり、取締役会、経営戦略会議において、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

　当社グループは、各事業セグメント毎に事業本部又は事業部を構成し、各事業本部及び事業部は、取り扱う商

品、製品、サービスについて国内及び海外の戦略の立案、それに伴う事業活動を展開しております。

　従いまして、当社グループの取り扱う商品、製品、サービスを事業本部及び事業部別に区分し、「物流サービス

事業」、「自動車サービス事業」、「情報サービス事業」、「人材サービス事業」の４つを報告セグメントとし

ております。

  「物流サービス事業」は、包装、梱包、入出庫作業・格納器具製品製造等を行っております。「自動車サービ

ス事業」は、自動車リース、車両整備、保険代理店等を行っております。「情報サービス事業」は、システム開

発、包括保守及びネットワーク関連サービス等を行っております。「人材サービス事業」は、人材派遣サービ

ス、アウトソーシングサービス等を行っております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）　　　　　　　　　　(単位：千円）　　

 
物流サービ
ス事業

自動車サー
ビス事業

情報サービ
ス事業

人材サービ
ス事業

合計 調整額
（注）１

　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高        

外部顧客への売上高 17,067,0258,445,372859,251171,18926,542,838－ 26,542,838
セグメント間の内部
売上高又は振替高

98 56,125 － 375,162431,386△431,386 －

計 17,067,1238,501,497859,251546,35126,974,224△431,38626,542,838

セグメント利益 1,210,603253,95565,54234,1781,564,279△749,264815,015

　（注）１．セグメント利益の調整額△749,264千円には、セグメント間取引消去2,281千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△751,546千円が含まれております。その全社費用の主なものは、当社の人事、総務及び経理

等の管理部門に係る費用であります。

　 　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日 至平成22年12月31日）　　　　　　　　　　(単位：千円）

 
物流サービ
ス事業

自動車サー
ビス事業

情報サー
ビス事業

人材サービ
ス事業

合計 調整額
（注）１

　
四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高        

外部顧客への売上高 5,808,9042,768,376316,37955,6608,949,321 － 8,949,321
セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ 22,309 － 122,564144,873△144,873 －

計 5,808,9042,790,686316,379178,2249,094,195△144,8738,949,321

セグメント利益 430,99679,13314,89111,962536,983△264,660272,322

  （注）１．セグメント利益の調整額△264,660千円には、セグメント間取引消去760千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△265,421千円が含まれております。その全社費用の主なものは、当社の人事、総務及び経理

等の管理部門に係る費用であります。

     ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月

21日）を適用しております。
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（金融商品会計）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日） 

　短期借入金及び長期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められます。　 

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1）短期借入金 2,165,7882,165,788 －

(2）長期借入金（1年内返済予定含む） 1,000,0001,000,000 －

　
（注） 金融商品の時価の算定方法

(１）短期借入金

　短期借入金は、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(２）長期借入金（1年内返済予定含む）

　長期借入金は、返済期間が３年未満と短く、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,687.34円 １株当たり純資産額 1,669.93円

 

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 21.90円

　 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

 いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 44.78円

同左

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 264,418 540,481

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 264,418 540,481

期中平均株式数（株） 12,068,601 12,068,472

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 13.20円

　 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

 いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 15.67円

同左　

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 159,318 189,175

普通株主に帰属しない金額（千円） 　　　　　　　　－ 　　　　　　　　－

普通株式に係る四半期純利益（千円） 159,318 189,175

期中平均株式数（株） 12,068,601 12,068,472

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

キムラユニティー株式会社(E04357)

四半期報告書

25/29



２【その他】

平成22年11月４日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額　　　　　　　 120,684,530円

(ロ)１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　 　 10円00銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日　　平成22年12月６日

（注）　平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    

  平成 22年２月９日 

キムラユニティー株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高　橋　寿　佳　  印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　藤　達　治　　印　　　　　　　　

　 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキムラユニ

ティー株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２

１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年１

２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キムラユニティー株式会社及び連結子会社の平成２１年１２月３１日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期

連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    

  平成23年２月８日 

キムラユニティー株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高　橋　寿　佳　  印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 伊　藤　達　治　  印　　　　　　　　

　 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキムラユニティー

株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日か

ら平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、キムラユニティー株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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